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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第77期

第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自　2022年４月１日
至　2022年９月30日

自　2023年４月１日
至　2023年９月30日

自　2022年４月１日
至　2023年３月31日

売上高 (百万円) 65,205 65,620 132,776

経常利益 (百万円) 3,850 6,001 6,727

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 3,140 4,934 5,193

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,442 8,528 8,373

純資産額 (百万円) 89,173 93,521 85,940

総資産額 (百万円) 176,447 168,989 168,177

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 64.62 107.66 109.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 48.6 53.4 49.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,303 6,368 4,001

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,813 △1,749 1,713

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,729 △7,763 △13,985

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 38,705 35,144 36,569
 

　

回次
第77期

第２四半期
連結会計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

自　2023年７月１日
至　2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 31.16 56.47
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

３．「業績連動型株式報酬制度」により信託を通じて当社の株式を取得しており、信託が保有する当社株式を

「１株当たり四半期（当期）純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社、連結子会社及び

持分法適用関連会社、以下同じ。）が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるグローバル経済は、日本国内については緩やかな回復傾向となりましたが、

米国、欧州における金融引き締め策の継続による景気減速、中国における不動産不況など内需の低迷や米中貿易摩

擦などに起因した輸出入や投資の減少など、景気低迷の長期化が懸念される状況となりました。当社を取り巻く事

業環境としては、コスト面では原材料費高騰は落ち着いてきたものの電動力費は高止まりしています。需要面で

は、自動車市場が回復傾向に向かう一方で半導体市場は低迷が継続するなど、依然として厳しい状況が続きまし

た。

このような状況のもと当第２四半期連結累計期間の売上高は、車載光学部品やライセンス収入などの増収が国内

コンシューマー製品販売事業の移管による減収をカバーし、前年同期比0.6％（415百万円）増（以下の比較はこれ

に同じ）の65,620百万円となりました。利益面では、車載光学部品の販売やライセンス収入による増益に加え健

康・理美容製品の収益改善などにより、営業利益は、85.5％（2,105百万円）増の4,566百万円、経常利益は、主に

為替差益の計上により、55.9％（2,151百万円）増の6,001百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は、57.1％

（1,794百万円）増の4,934百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間の対米ドルの平均円レートは141円となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりです。

 
(エネルギー)

二次電池は増収となりましたが、一次電池は車載用が増収となったものの電子機器向けが一部地域の経済停滞影

響を受け減収となったことにより、エネルギー全体の売上高は、0.4％（78百万円）減の17,965百万円となりまし

た。利益面では、一次電池の減収による影響に加え全固体電池の開発費及び量産体制構築費用の計上により、営業

利益は、82.1％（781百万円）減の170百万円となりました。

(機能性部材料)

粘着テープは半導体工程用を中心に増収となりましたが、産業用部材の低迷の影響により、機能性部材料全体の

売上高は、0.9％（126百万円）減の14,640百万円となりました。営業利益は、産業用部材が減収により減益となっ

たものの、粘着テープが原材料費高騰の落ち着きと併せて価格反映による回収が進み増益となり、59.9％（200百万

円）増の534百万円となりました。

(光学・システム)

自動車市場の回復の影響により車載光学部品が増収となったことに加え、第３四半期以降に計画されていたライ

センス収入の前倒し計上もあり、光学・システム全体の売上高は、21.0％（3,841百万円）増の22,098百万円となり

ました。営業利益は、車載光学部品の増収とライセンス収入の計上により、98.4％（1,748百万円）増の3,524百万

円となりました。

(ライフソリューション)

国内コンシューマー製品販売事業の移管によりコンシューマー製品や健康・理美容製品が減収となり、ライフソ

リューション全体の売上高は、22.8％（3,222百万円）減の10,917百万円となりました。営業利益は、BtoC事業の改

革に加えて海外生産拠点の生産性向上が進んだことにより収益性が向上し、938百万円増の338百万円となりまし

た。
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② 財政状態の状況

(a) 資産

総資産は、前連結会計年度末比0.5％増(以下の比較はこれに同じ)の168,989百万円となりました。このうち

流動資産は、主に受取手形及び売掛金が増加したものの現金及び預金並びに棚卸資産の減少により、1.3％減の

93,612百万円となり、総資産に占める割合は前連結会計年度の56.4％から55.4％となりました。一方、固定資

産は、2.8％増の75,377百万円で、総資産に占める割合は前連結会計年度の43.6％から44.6％となりました。

 
(b) 負債

負債は、8.2％減の75,468百万円となりました。このうち流動負債は、主に１年内返済予定の長期借入金の増

加により9.6％増の60,845百万円となりました。これによって流動比率は1.5倍に、また流動資産との差額であ

る手持ち資金は32,767百万円となりました。一方、固定負債は、主に長期借入金の減少により45.3％減の

14,623百万円となりました。

 
(c) 純資産

純資産は、8.8％増の93,521百万円となりました。主に親会社株主に帰属する四半期純利益4,934百万円の計

上及び為替換算調整勘定が2,793百万円増加したことによるものです。また、自己資本比率は49.2％から53.4％

となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による資金

の増加収入6,368百万円、投資活動による資金の減少支出1,749百万円、財務活動による資金の減少支出7,763百万円

に加え、現金及び現金同等物に係る換算差額1,719百万円の資金の増加により、あわせて1,425百万円減少しまし

た。この結果、当第２四半期連結会計期間末の資金は35,144百万円（前年同四半期は38,705百万円）となりまし

た。

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは6,368百万円の収入(前年同四半期は

4,303百万円の収入)となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益5,850百万円、減価償却費2,379百万円

及び棚卸資産2,252百万円の減少による資金の増加と、売上債権1,784百万円の増加、未払金1,022百万円の減少及び

前受金903百万円の減少による資金の減少によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは1,749百万円の支出（前年同四半期は

1,813百万円の支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出2,472百万円、定期預金の預入に

よる支出881百万円による資金の減少と、定期預金の払戻による収入1,601百万円による資金の増加によるものであ

ります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは7,763百万円の支出（前年同四半期は

9,729百万円の支出）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出6,782百万円、配当金の支払い917百

万円による資金の減少によるものであります。
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当社グループは、資金の流動性を考慮して、資金運用については短期的な預金等とし、一時的な余資は安全性の

高い金融資産で運用する方針であります。

当社グループの運転資金需要は、製品製造のための材料及び部品の購入のほか、加工費、販売費及び一般管理費

等の営業費用によるものです。

当社グループの設備投資等の需要は成長が期待できる製品分野及び研究開発分野のほか、省力化、合理化及び製

品の信頼性向上のための投資によるものです。

当社グループは、事業拡大のための成長投資を進めております。これらの資金需要に対しては主に銀行借入にて

賄っております。

(3) 経営方針及び経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針及び経営戦略等に関し、前事業年度の有価証券報

告書に記載した「経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」についての重要な変更はありません。

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は2,625百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 従業員数

①　連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、主に前連結会計年度に締結した業務提携の開始により、ライフソリュー

ションの従業員数は、100名減少しております。

なお、従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへ

の出向者を含む就業人員数であります。

②　提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、前事業年度に締結した業務提携の開始により、ライフソリューションの従業

員数は、152名減少しております。

なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

 
(7) 生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、エネルギー及びライフソリューションの生産高が著しく減少しておりま

す。これは主に、エネルギーについては、一次電池の一部地域の経済停滞の影響を受け減収となったこと、ライフ

ソリューションについては、前連結会計年度に締結した業務提携の開始によるものです。

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、新たに確定した重要な設備の計画は次のとおりであります。

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資予定額
（百万円）

着手年月 完成予定年月

マクセル㈱
山梨県
小淵沢市

機能性部材料
粘着テープ
生産設備

2,205 2023年７月 2025年12月
 

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 284,800,000

計 284,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2023年11月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 49,695,800 49,695,800
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

計 49,695,800 49,695,800 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年９月30日 ― 49,695,800 ― 12,203 ― 22,325
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(5) 【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（注）１

東京都港区浜松町二丁目11番３号 6,838 14.91

株式会社日本カストディ銀行
（注）１

東京都中央区晴海一丁目８番12号 3,544 7.73

タイヨー　フアンド　エルピー
(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ
銀行)

5300 CARILLON POINT KIRKLAND, WA
98033, USA
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号　
決済事業部)

2,568 5.60

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
(常任代理人　香港上海銀行東京支
店　カストディ業務部) 

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号) 

2,370 5.17

日亜化学工業株式会社 徳島県阿南市上中町岡491番地100 2,001 4.36

タイヨー　ハネイ　フアンド　エル
ピー
(常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ
銀行)

5300 CARILLON POINT KIRKLAND, WA
98033, USA
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号　
決済事業部)

1,672 3.65

GOVERNMENT OF NORWAY
(常任代理人　シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 0107
NO
(東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

1,465 3.20

日本ゼオン株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号　新
丸の内センタービルディング

1,311 2.86

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラスト　カンパニー　
505227
(常任代理人　株式会社みずほ銀行
決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15番１号　品川イ
ンターシティA棟）

1,288 2.81

ステート　ストリート　バンク　
ウェスト　クライアント　トリー
ティー　505234
(常任代理人　株式会社みずほ銀行
決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH QUINCY, MA
02171, U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15番１号　品川イ
ンターシティA棟）

747 1.63

計 － 23,808 51.92
 

(注) １．日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び株式会社日本カストディ銀行の所有株式数は、信託業務に係る

株式数であります。

２．2023年６月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2023年５月

31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）
株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセットマネジ
メント株式会社

東京都港区芝公園一丁目１番１号 1,804 3.63

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 2,017 4.06

計 － 3,821 7.69
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

3,836,400

完全議決権株式(その他)
普通株式  

458,364
―

45,836,400

単元未満株式
普通株式

― ―
23,000

発行済株式総数
 

49,695,800
― ―

総株主の議決権 ―
 

458,364
―

 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式32株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

マクセル(株)

京都府乙訓郡大山

崎町大山崎小泉１

番地

3,836,400 ― 3,836,400 7.72

計 ― 3,836,400 ― 3,836,400 7.72
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 38,170 36,025

  受取手形及び売掛金 30,439 ※4  33,057

  棚卸資産 ※1  22,476 ※1  21,051

  その他 4,678 4,039

  貸倒引当金 △926 △560

  流動資産合計 94,837 93,612

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 28,994 29,033

   その他（純額） 22,550 23,658

   有形固定資産合計 51,544 52,691

  無形固定資産 4,697 4,626

  投資その他の資産   

   その他 17,190 18,161

   貸倒引当金 △91 △101

   投資その他の資産合計 17,099 18,060

  固定資産合計 73,340 75,377

 資産合計 168,177 168,989

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 18,421 17,735

  1年内返済予定の長期借入金 8,123 13,029

  未払法人税等 506 1,272

  その他 28,444 28,809

  流動負債合計 55,494 60,845

 固定負債   

  長期借入金 17,625 5,937

  退職給付に係る負債 5,372 5,255

  資産除去債務 434 435

  その他 3,312 2,996

  固定負債合計 26,743 14,623

 負債合計 82,237 75,468
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 12,203 12,203

  資本剰余金 22,951 22,953

  利益剰余金 53,011 57,028

  自己株式 △5,678 △5,648

  株主資本合計 82,487 86,536

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 334 740

  為替換算調整勘定 1,781 4,574

  退職給付に係る調整累計額 △1,786 △1,567

  その他の包括利益累計額合計 329 3,747

 非支配株主持分 3,124 3,238

 純資産合計 85,940 93,521

負債純資産合計 168,177 168,989
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高 65,205 65,620

売上原価 50,495 50,712

売上総利益 14,710 14,908

販売費及び一般管理費 ※  12,249 ※  10,342

営業利益 2,461 4,566

営業外収益   

 受取利息 68 246

 受取配当金 65 101

 為替差益 1,209 1,120

 その他 282 275

 営業外収益合計 1,624 1,742

営業外費用   

 支払利息 60 39

 持分法による投資損失 38 101

 その他 137 167

 営業外費用合計 235 307

経常利益 3,850 6,001

特別利益   

 固定資産売却益 130 5

 その他 9 －

 特別利益合計 139 5

特別損失   

 固定資産除売却損 42 156

 特別損失合計 42 156

税金等調整前四半期純利益 3,947 5,850

法人税等 671 935

四半期純利益 3,276 4,915

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

136 △19

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,140 4,934
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

四半期純利益 3,276 4,915

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △158 408

 為替換算調整勘定 5,067 2,986

 退職給付に係る調整額 257 219

 その他の包括利益合計 5,166 3,613

四半期包括利益 8,442 8,528

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 8,076 8,352

 非支配株主に係る四半期包括利益 366 176
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 3,947 5,850

 減価償却費 2,329 2,379

 のれん償却額 48 －

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 △426

 受取利息及び受取配当金 △133 △347

 支払利息 60 39

 持分法による投資損益（△は益） 38 101

 固定資産除売却損益（△は益） △88 151

 売上債権の増減額（△は増加） 1,952 △1,784

 棚卸資産の増減額（△は増加） △4,189 2,252

 仕入債務の増減額（△は減少） 1,892 △865

 未払費用の増減額（△は減少） △580 1,278

 前受金の増減額（△は減少） △896 △903

 未払金の増減額（△は減少） 53 △1,022

 その他 386 △734

 小計 4,784 5,969

 利息及び配当金の受取額 285 393

 利息の支払額 △59 △42

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △707 48

 営業活動によるキャッシュ・フロー 4,303 6,368

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,738 △881

 定期預金の払戻による収入 2,215 1,601

 有形固定資産の取得による支出 △2,990 △2,472

 投資有価証券の売却による収入 985 －

 その他 △285 3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,813 △1,749

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △5,800 △6,782

 自己株式の取得による支出 △2,785 －

 配当金の支払額 △989 △917

 その他 △155 △64

 財務活動によるキャッシュ・フロー △9,729 △7,763

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,607 1,719

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,632 △1,425

現金及び現金同等物の期首残高 43,337 36,569

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  38,705 ※  35,144
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

税金費用の計算 当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算する方法を採用しております。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、

法定実効税率を使用しております。
 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

商品及び製品 8,259百万円 7,362百万円

仕掛品 5,232　〃 5,232　〃

原材料及び貯蔵品 8,985　〃 8,457　〃
 

 

２　保証債務

(前連結会計年度)

ビークルエナジージャパン株式会社を被保証人として、建物の賃借人としての賃料(現行月額36百万円、契約

残存期間２年)の支払等一切の債務について、当該建物の賃貸人に対して連帯保証を行っております。

　

(当第２四半期連結会計期間)

ビークルエナジージャパン株式会社を被保証人として、建物の賃借人としての賃料(現行月額36百万円、契約

残存期間１年６か月)の支払等一切の債務について、当該建物の賃貸人に対して連帯保証を行っております。

３　偶発債務

(前連結会計年度)

連結子会社において、東莞新能源科技有限公司及び寧徳新能源科技有限公司より、2021年８月13日付で特許権

等の侵害及び生産・販売停止に関する訴訟（請求金額230,000千人民元）の提起を受けました。

今後、訴訟の進展により上記請求金額が増減し、結果によっては損失が発生する可能性がありますが、現時

点でその金額を合理的に見積もることは困難であります。引き続き、弁護士との協議の上、本件訴訟に対応し

ていきます。

(当第２四半期連結会計期間)

連結子会社において、東莞新能源科技有限公司及び寧徳新能源科技有限公司より、2021年８月13日付で特許権

等の侵害及び生産・販売停止に関する訴訟（請求金額230,000千人民元）の提起を受けた一連の訴訟が継続中で

す。

今後、訴訟の進展により上記請求金額が増減し、結果によっては損失が発生する可能性がありますが、現時

点でその金額を合理的に見積もることは困難であります。引き続き、弁護士との協議の上、本件訴訟に対応し

ていきます。

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 －百万円 438百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

荷造及び発送費 1,388百万円 954百万円

販売促進費 261　〃 192　〃

広告宣伝費 194　〃 132　〃

給料及び手当 4,900　〃 4,562　〃

退職給付費用 133　〃 152　〃

特許権使用料 25　〃 24　〃

減価償却費 577　〃 549　〃
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

現金及び預金 40,440百万円 36,025百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,735　〃 △881　〃

現金及び現金同等物 38,705　〃 35,144　〃
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月25日
取締役会

普通株式 989 20.00 2022年３月31日 2022年６月８日 利益剰余金
 

(注)2022年５月25日取締役会決議による配当金の総額には、「業績連動型株式報酬制度」により信託が保有する当社

の株式に対する配当金０百万円を含めております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年10月28日
取締役会

普通株式 949 20.00 2022年９月30日 2022年12月８日 利益剰余金
 

(注)2022年10月28日取締役会決議による配当金の総額には、「業績連動型株式報酬制度」により信託が保有する当社

の株式に対する配当金０百万円を含めております。

３．株主資本の著しい変動

当社は、2022年５月13日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく取締役

会決議による自己株式の取得について決議しております。当該取得状況は次のとおりです。
 

自己株式の取得状況(2022年９月30日時点)

①取得した株式の種類 当社普通株式

②取得株式の総数 2,047,900株

③取得価額の総額 2,784,907,700円

④取得期間 2022年５月16日～2022年９月30日（約定ベース）

⑤取得方法 東京証券取引所における市場買付け
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(参考)2022年５月13日開催の取締役会における決議内容

(1)自己株式の取得及び消却を行う理由

機動的な資本政策を実行することで資本効率の向上による企業価値の向上を図ることを目的としています。

(2)取得に係る事項の内容

①取得する株式の種類 当社普通株式

②取得する株式の総数 5,750,000株（上限）

 ※発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合11.6％

③株式の取得価額の総額 5,000百万円（上限）

④取得する期間 2022年５月16日～2023年３月10日

⑤株式の取得方法 東京証券取引所における市場買付け（証券会社による投資一任方式）
 

 

(3)消却に係る事項の内容

①消却する株式の種類 当社普通株式

②消却する株式の総数 上記(2)により取得する自己株式の全数

③消却予定日 2023年３月29日（予定）
 

 

当第２四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月23日
取締役会

普通株式 917 20.00 2023年３月31日 2023年６月６日 利益剰余金
 

(注)2023年５月23日取締役会決議による配当金の総額には、「業績連動型株式報酬制度」により信託が保有する当社

の株式に対する配当金０百万円を含めております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月30日
取締役会

普通株式 917 20.00 2023年９月30日 2023年12月７日 利益剰余金
 

(注)2023年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、「業績連動型株式報酬制度」により信託が保有する当社

の株式に対する配当金０百万円を含めております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第２四半期連結累計期間(自　2022年４月１日　至　2022年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結

損益計算書

計上額エネルギー
機能性

部材料

光学・

システム

ライフソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 18,043 14,766 18,257 14,139 65,205 － 65,205

セグメント間の内部売上高
又は振替高

251 － － － 251 △251 －

計 18,294 14,766 18,257 14,139 65,456 △251 65,205

セグメント利益又は損失(△) 951 334 1,776 △600 2,461 － 2,461
 

(注)　報告セグメント利益又は損失(△)は、営業損益ベースの数値であります。

　　当第２四半期連結累計期間(自　2023年４月１日　至　2023年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結

損益計算書

計上額エネルギー
機能性

部材料

光学・

システム

ライフソ

リューション
計

売上高        

外部顧客への売上高 17,965 14,640 22,098 10,917 65,620 － 65,620

セグメント間の内部売上高
又は振替高

263 － － － 263 △263 －

計 18,228 14,640 22,098 10,917 65,883 △263 65,620

セグメント利益 170 534 3,524 338 4,566 － 4,566
 

(注)　報告セグメント利益は、営業利益ベースの数値であります。
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(収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
エネルギー

機能性

部材料

光学・

システム

ライフ

ソリューション

日本 7,258 12,317 10,602 6,941 37,118

米国 1,955 183 2,356 2,400 6,894

欧州 2,292 453 1,713 1,167 5,625

アジア他 6,538 1,813 3,586 3,404 15,341

顧客との契約から生じる収益 18,043 14,766 18,257 13,912 64,978

その他の収益 － － － 227 227

外部顧客への売上高 18,043 14,766 18,257 14,139 65,205
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年９月30日)

(単位：百万円)

 
報告セグメント

合計
エネルギー

機能性

部材料

光学・

システム

ライフ

ソリューション

日本 7,754 12,061 10,346 3,899 34,060

米国 1,834 319 5,106 2,306 9,565

欧州 2,512 429 3,196 1,573 7,710

アジア他 5,865 1,831 3,450 3,013 14,159

顧客との契約から生じる収益 17,965 14,640 22,098 10,791 65,494

その他の収益 － － － 126 126

外部顧客への売上高 17,965 14,640 22,098 10,917 65,620
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益（円） 64.62 107.66

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 3,140 4,934

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

3,140 4,934

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,590 45,829
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「業績連動型株式報酬制度」により信託が保有する当社株式を「１株当たり四半期純利益」の算定上、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております(前第２四半期連結累計期間18千株、当第２四

半期連結累計期間16千株)。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

１．2023年10月30日開催の取締役会において、2023年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 917百万円

②　１株当たりの金額 20円00銭

③　効力発生日 2023年12月７日
 

 

２．訴訟事項については、「１　四半期連結財務諸表　注記事項　（四半期連結貸借対照表関係）　偶発債務」を参

照ください。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2023年11月10日

マクセル株式会社

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野　　田　　 裕　　一  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　 川　　 浩　 徳  

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマクセル株式会

社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マクセル株式会社及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
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められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

　
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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